
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度～

１ 資本制度の見直し
（利益処分の自由化 等）

２ 会計基準の見直し
（借入資本金（企業債）の
「負債」計上、退職給付引
当金の計上の義務化 等）

３ 財務規定の適用範囲
の見直し
（複式簿記による経理な
ど｢財務規定｣が適用され
る対象事業を拡大）

施行
（H24.4.1）

法改正（１次一
括法：公布済）

政省令改正
（H23.8.30
公布済）

政省令・告示等
（年内を目途）

施行

★早期適用可能（政令）

※26年度の予決算から

全企業
適用

会計基準の見直しを踏まえ、
法律改正の時期を検討

今後のスケジュール（案）
資料４


